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横浜市における「地域循環共生圏」の実装

～公民連携によるオープンイノベーションによって～

横浜市 政策局 共創推進課
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持続可能な未来に向けて横浜が抱える３つの課題

１ 超高齢・人口減少社会の急速な進展
2025年には65歳以上の高齢者人口が約100万人となり、
2019年を頂きに、市域の人口は緩やかに減少し始める。
また世帯の単身化が急速に進んでいる。

２ 首都・TOKYOの「侵略」
20世紀後半に東京の経済・文化圏に
完全に飲み込まれ、 21世紀に入って
からは、30歳・40歳代の働き盛りの

人口を東京奪われ続けている。

３ 気候変動とグローバル化による災害の頻発・甚大化
地球温暖化の影響で、首都圏でも想定外の風水害に襲われる
ようになると共に経済のグローバル化によって感染症によるパ
ンデミックが引き起こされやすい状況が生まれており、災害の
頻発・甚大化が進んでいる。
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横浜が直面する３つの課題への対応の方向性

１ TOKYOから自立した社会・経済圏の確立

横浜固有の歴史・文化やランドスケープ、コミュニティに根差した都市
再生と環境創造の取組を最先端のテクノロジーとデータ活用によって、
革新的に展開することで、TOKYOから社会経済的に自立する。

２ 多様な主体によるオープンイノベーションの推進
企業、NPO、大学などの、多様な民間主体と行政が対話を通じて連携

を進め、それぞれの持つアイデアやノウハウ、資源などを活用すること
で、社会や地域の課題に対し、新たな価値や解決策を共に創り上げる
オープンイノベーションを推進する。

３ サーキュラ―エコノミー（plus）の展開

地球温暖化による気候変動に対応するため、環境にも経済にも持続
可能性を持たせる新しい経済活動として、横浜ならではサーキュラ―
エコノミーを展開する。



パラレルキャリア

サステナブルデベロップメント

ローカル・フォー・ローカル

ヘルスプロモーション

サーキュラー・エコノミーplusの概念図

公民連携
オープンイノベーション

～地域のものは地域に還せ～

～持続可能な街繕い～

～会社や学校にとらわれないもう一つの学び方・働き方～

～人生100年の時代の健康戦略～

地域における資源循環と電力・食の地産地消
による気候危機への挑戦

・海の公園アマモ・アオサの肥料化
・地域電力を通じた関係人口の創出
・ごみを再生繊維に変えるアパレルブランド創出

空き家や遊休農地など活かされていない
空間の有効活用による持続可能な「まち」
の実現

・ルートハウスプロジェクト

・横浜オリーブのプロモーション

乳幼児から高齢者まで、個人に寄り添うフレキシブルな
働き方・学びの場の創出による「ひと」のエンパワーメント

・豊かな学びフォーラムと子ども・若者の居場所づくり
・複活、稼女のプラットホーム形成
・障害者が創造的に稼ぐモノづくり

介護、ﾍﾙｽｹｱ、スポーツ、生活サービス産業
の総合的なプロモーションによるウエルビー
イングの実現

・とつかリビングラボ
・竹山団地＆中山商店街プロジェクト



提案を実現するために横浜市が提供する３つの仕組み

〇提案を受け入れ、橋渡しする窓口としての

「共創フロント」

〇多様な主体との対話の場を創る
「共創ラボ」、「リビングラボ」

〇プロッジェクトの実現を支援する
「LOCAL GOOD YOKOHAMA」
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横浜型リビングラボとは何か？

◎SDGｓの視点を踏まえ、データと最新のテクノロジーによって、
「サーキュラー・エコノミーplus」を広く展開していくための運動

◎多様な官民の主体が連携し、対話や実証実験によって、深刻化する
地域課題に対する新たな解決策を生み出すための事業

◎地域の民間主体（主に地域生業企業）が、課題解決を行政に委ねて
しまうのではなく、共創的なビジネスモデルを生み出すことによって
成し遂げようとする取組



事例1 戸塚リビングラボ
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定例ミーティングの様子

タイプ 地域包括ケア型

設立年月 2017年2月

拠点 参加メンバーが運営する施設や公共施設

主体 NPO法人こまちぷらす、NPO法人ふれあいドリーム、横浜薬科大学、（株）ツクイ、他

主な取組内容 介護サービスのイノベーション、エリアマネジメント

▷ 戸塚区の介護・子育て・障害等をテーマにし
て、企業、NPO、社会福祉法人大学等の多
様な主体が連携しながら、課題や社会資源
の可視化や情報共有、新たなサービスや事
業の創発などに取り組む。

▷ 月1回程度の定例的な会議の開催のほか、
「介護・子育て・障害」をテーマにしたフュー
チャーセッションの開催、活動の成果を広く発
信する場としての「とつか未来会議」の開催、
新たな福祉サービスを創発するための実証実
験への協力など活発な活動を行っている。



事例2 井土ヶ谷リビングラボ
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タイプ エリアマネジメント型

設立年月 2017年６月

拠点 井土ヶ谷アーバンデザインセンター

主体 （株）太陽住建を中心とした地元の小中学校、自治会、企業、子育て系NPO等

主な取組内容 空き家活用、働き方改革、等

▷ 誰もが生き生きと活動できる学びの場づくり

▷ 従業員8名の市内中小企業が、社屋の一部
を地域に開放し、区内の小中学校や自治会、
NPO等と連携して展開中。

▷ 「誰一人取り残さない教育」を活動のテーマ
に掲げ、仮に病気や障害、貧困に直面してい
る子ども達でも、誰もが地域で生き生きと学ぶ
ことのできる場づくりを実践中



事例3 磯子・杉田リビングラボ
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タイプ エリアマネジメント型

設立年月 平成2018年９月

拠点 Ｙワイひろば

主体 磯子区社会福祉協議会、（株）太陽住建、自治会、地域ケアプラザ、NPO等

主な取組内容 地域包括ケア、空き家活用、等

▷ 空き家を活用したリビングラボ

▷ 磯子区中原にある空き家を、コミュニティス
ペース及びコワーキング・スペースへとリノベー
ションして活用。１Fコミュティスペースは、地域
ケアプラザや社会福祉協議会等の協力を得
て、地域の高齢者が多世代と自然に交流で
きる拠点となっている。



事例4 都筑リビングラボ
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タイプ 地域包括ケア型

設立年月 平成2018年３月

拠点 アーモンドホープセンター、東京都市大学横浜キャンパス、町工場のカフェDEN

主体
障害に直面する当事者、NPO法人アーモンドコミュニティネットワーク、東京都市大学環
境情報学部、小池研究室、㈱スリーハイ 等

主な取組内容 困窮者自立支援

▷ 都筑区内のNPOと工業団地、大学、そして
障害に直面する当事者が連携することで、仮
に障害を抱えていても、生き生きと創造的に
働くことのできる機会と場の創出を目指してい
る。

▷ 誰もが創造性を発揮できる「モノづくり」をテー
マに工場や大学でフューチャーセッションやワー
クショップを展開している。



事例5 青葉台リビングラボ
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タイプ 地域包括ケア型

設立年月 平成2018年６月

拠点 区内コミュニティハウス、区役所会議室、アオバ住宅社社屋

主体
アオバ住宅社、NPO法人パノラマ、富士ソーラーハウス（株）、青葉台商店会、
プロボノ集団スパイスアップ等

主な取組内容 困窮者自立支援

▷ 生活困窮者の住宅・就労支援を事業として
行う街の不動産事業者を中心に商店街、
NPO、企業が連携して、仮に困難を抱えてい
ても誰もが、社会経済的に自立し包摂される
地域社会を目指して活動している。

▷ 困窮していると当事者の状態やニーズに併せ
て、柔軟に対応できる社会的セーフティネット
をフュチャーセッションやワークショップを通じて形
成中。



事例６ いずみ野沿線リビングラボ
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タイプ エリアマネジメント型

設立年月 2019年９月

拠点 フェリス女学院大学、みなまきラボ、フタマタ・リバー・ライブラリー 等

主体 フェリス女学院大学、㈱Woo-By.StyLe、オンデザインパートナーズ、ブルーコンパス 等

主な取組内容 女性が主体となったコミュニィビジネスの活性化と街興し

▷ 女子学生や女性起業家など女性が主体となって
「いずみ野沿線」のコミュニティビジネスの活性化
や街おこしを展開するリビングラボ

▷ 相鉄いずみ野沿線を中心に大学と女性起業家
及び企業が連携し、地域課題を解決したり、
沿線をブランディングするための新たなビジネスを興
すことで地域に多様な女性活躍の場を創出するた
めに活動している。

▷SDGｓの視点から駅中のファーストフード店のスロー
フード化を目指して取り組んでいる。
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サーキュラー・エコノミーplusと地域循環共生圏を具現化するプロジェクト（例）

１ 海の公園のアマモ・アオサの堆肥化と休耕農地を活用した
「横浜オリーブプロジェクト」

２ スポツセンターと病院が連携し、商店街と団地をつなぐ
「ヘルスケアプロジェクト」

３ 地産地消の飲食店を基軸にフードロスの削減と障害者の
就労支援、高齢者や子どもの見守りを連携させて実現する
「シェアご飯プロジェクト」

４ エネルギーの地産地消と災害に強い街を実現する
「電気のお裾分け＆コミュニティ避難所プロジェクト」
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サーキュラー・エコノミーplusで実現する「地域循環共生圏」

ーリビングラボを通じた秋田県湯沢市との交流・連携ー

〇湯沢の「地熱発電」（再生可能なエネルギー）
の横浜へのシェアを通じた横浜のRE１００の
促進と湯沢の地方創生への寄与。

〇湯沢の「発酵文化」の横浜へのシェアを通じた
横浜での新しい食文化の形成と湯沢でのイン
バウンド創出促進。

〇横浜の「持続可能なまちづくり」のノウハウの
湯沢へのシェアによる湯沢での空き家や遊休
土地の活用促進

横浜と湯沢が循環共生することで
生まれる相乗効果

横浜⇔湯沢地域循環
共生圏の形成へ



23


